
 
 

第４章 高齢期における生活ビジョン

 この章では、高齢期における生活ビジョンに関連した調査結果を概観する。とはいえ、今

後長期にわたるビジョンが１年あまりの間でそれほど変化するとも考えられない。そこで、

４－１では関連の項目について、前回調査結果と今回調査結果とにおける単純な比較をみる

こととしたい。ついで４－２では、両調査結果を比較する中で比較的大きな変化が見られた

項目について、やや詳細なデータを示すこととしたい。

 ４－１ 高齢期における生活ビジョン関連項目の調査結果の概観

 ここでは、調査における高齢期生活ビジョン関連項目として、高齢期における居住地の意

向、一緒に住む家族、受給見込みの年金とそのうち公的年金に関する認知度、家計収支見込

み、今後の生活設計上の不安項目を取り上げ、前回調査結果と今回調査結果とを単純に比較

する。なお、フォローアップ調査に特有の変化の推移については、巻末の統計表の１．単純

集計結果に掲載しているので、参照されたい。

  ４－１－１ 高齢期における居住地の意向

 高齢期（60 歳以降）においてどこに住もうと考えているかは、大きな一つの論点である。

とりあえず、これを現在の住まいからの転居意向として尋ねた結果をみると、今後とも現在

の住まいで暮らそうと思う人が 79.7％、時期の遠近は別として転居を考えている人は 13.6％
となっている。これを前回調査と比べれば、今後とも現在の住まいで暮らすとする人の割合

がやや上昇しているが、これは、この 1 年あまりの間に転居した人がいることによるものと

考えられる1。したがって、基本的に大きな変化はないと考えてよいであろう（図表Ⅱ―４―

１）。 

図表Ⅱ－４－１　高齢期における居住地の意向
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4.5

4.2

1.5

2.3

0.9

1.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前回調査（754）

今回調査（754）

今後とも現在の住まいで暮らそうと思う 当分は現在の住まいで暮らすがいずれ転居しようと思う

それほど遠くない時期に転居しようと思う 考えていない

なんともいえない 無回答

 

                                                
1 前回調査と今回調査における居住都道府県をみると、両方に回答があって前回と今回とが異なっている人は全

体（754 人）のうち 2.8％であった。その中には、近県間の移動ばかりでなく、東北地方の県から関東圏の都

県への転居といったように遠距離の転居も含まれている。 
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  ４－１－２ 高齢期に一緒に住む家族

 高齢期（63 歳の頃、67 歳の頃）において、一緒に住んでいると思う人を尋ねた結果をみ

ると、63 歳の頃では配偶者が 89.1％、長男 16.8％、長女 12.3％、自分の親 11.9％などとな

っており、また、67 歳の頃では配偶者が 87.8％と 63 歳の頃と比べてわずかに低下するもの

のほぼ同水準であるのに対して、長男 11.1％、長女 6.0％などと子どもとの同居を想定する

人の割合はかなり低下する。なお、単身居住を想定する人が 6.1％となっている。前回調査

と比べて、総じて各割合がわずかに上昇している傾向はあるものの、大きな変化はみられて

いない（図表Ⅱ―４―２）。 

（M.A.%)

前回調査 今回調査 前回調査 今回調査

配偶者 88.1 89.1 87.1 87.8

長男 15.0 16.8 11.1 11.1

長女 11.1 12.3 6.6 6.0

その他の男の子ども 6.0 7.6 4.1 4.5

その他の女の子ども 6.0 6.0 3.6 4.4

自分の親 11.8 11.9 7.6 7.6

配偶者の親 4.8 6.1 3.4 5.3

その他の親族 0.3 0.9 1.2 1.2

友人・知人 0.4 0.3 0.9 0.9

単身で住んでいる 6.0 6.1 6.0 6.1

無回答 1.6 0.8 1.6 1.3

63歳の頃 67の頃

図表Ⅱ―４―２　63歳、67歳の頃に一緒に住んでいたい人

 
 また、こうした居住の見通しについて、夫婦間で話し合いがあったかどうかをみると、「話

し合ったことはないが、同じ意見だと思う」が 35.3％ともっとも多く、ついで「話し合いを

し、意見は一致している」が 22.1％ある一方で、「話し合ったことはない」が 18.8％、「話し

合いはしたが、意見がまとまっているとはまだいえない」12.9％となっている。前回調査と

比較すると、「話し合ったことはない」が 4.4％ポイント低下しており、この１年の間で話し

合いの進展やお互いの共通理解の確信がやや高まったとみられる（図表Ⅱ―４―３）。 

図表Ⅱ－４－３　高齢期における居住見通しに関する夫婦間の話し合い状況

19.4

22.1

12.2

12.9

33.6

35.3

2.3

2.818.8

23.2

6.8

8.1 1.3

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査（754）

今回調査（754）

話合いをし意見が一致している 話合いはしたが意見がまとまっているとはまだいえない

話し合った事はないが同じ意見だと思う 話し合った事はない

なんともいえない 配偶者はいない

無回答
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  ４－１－３ 高齢期に受給見込みの年金

 高齢期に受給できるとする年金をみると、厚生年金が 67.6％と３分の２の人が挙げ、つい

で共済年金が 19.4％で、両者合わせて 87.0％となっている。また、国民年金を挙げる人が

13.8％で単純にこれらを足せば 100％を超えるが、この問は複数回答であり、次にみる公的

年金に関する回答者は 618 人で全体（754 人）の 82.0％であるので、公的年金受給に対して

認識のある人はほぼ８割と考えられる。公的年金以外では、企業年金が 21.5％、生保などの

私的（個人）年金が 17.2％となっている。また、無回答の人が 17.6％いるので、「年金はな

い」とする人はほとんどいない2。これを前回調査と比べれば、企業年金や私的年金で指摘割

合がやや高まっているものの大きな違いはみられていない（図表Ⅱ―４―４）。 

図表Ⅱ―４―４　受給見込みの年金
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19.2

12.2

18.7

15.8

0.3

17.2

67.6

19.4

13.8

21.5

17.2

0.3

17.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

厚生年金

共済年金

国民年金

企業年金

生命保険などの積み立て
による私的年金

年金はない

無回答

％

前回調査（754） 今回調査（754）

 
 公的年金受給見込みの人についてその受給開始年齢や受給額に関する認知度をみると、受

給開始年齢は 86.7％の人が、受給額は 50.5％の人がそれぞれ知っているとしている。これを

前回調査と比較すると、受給開始年齢の認知度には大きな変化はみられないのに対して、受

給月額の認知度はこの１年の間に 11.6％ポイントとかなり上昇している（図表Ⅱ―４―５）。 

図表Ⅱ―４―５　公的年金受給見込み関係事項の認知度

①受給開始年齢

84.1

86.7

15.6

9.4 3.9

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査（615）

今回調査（618）

知っている 知らない 無回答

②受給月額

38.9

50.5

60.0

46.0

1.1

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査（615）

今回調査（618）

知っている 知らない 無回答

 

                                                
2 ここで無回答についてみると、男女別には男性（15.9％）よりも女性（25.8％）に多いなど、受給資格の有無

について明確な認識が持てていないことも無回答とする大きな要因となっているのではないかと考えられる。 
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  ４－１－４ 高齢期における家計収支見込み

 高齢期（63 歳くらい及び 67 歳くらいのとき）における家計収支の見込みを尋ねた結果を

みると、まず支出は、63 歳くらいのときについては 30 万円台前半とする人が 21.9％ともっ

とも多く、次いで 20 万円台後半が 15.4％などとなっているのに対して、67 歳くらいのとき

については 20 万円台後半が 18.8％ともっとも多くなり、30 万円台前半は 18.3％で２位に後

退する。前回調査と比べれば、無回答の割合の低下を背景に、おしなべて各金額階級で割合 

図表Ⅱ―４―６　高齢期における家計収支見込み（月額）

①支出総額／63歳くらいのとき
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4.9

20.6

14.9

13.8

15.4

5.2

5.6 9.0

10.7

0.9

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前回調査（754）

今回調査（754）

１０万円未満 １０～２０万円未満くらい ２０～２５万円未満くらい ２５～３０万円未満くらい

３０～３５万円未満くらい ３５～４０万円未満くらい ４０～４５万円未満くらい ４５～５０万円未満くらい

５０万円以上 無回答

②支出総額／67歳くらいのとき

1.1

2.3

13.9

13.8

19.4

17.5

17.2

18.3

2.5

2.0

21.0

15.618.8

14.2

4.5

3.7 6.4

6.9

0.3

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前回調査（754）

今回調査（754）

１０万円未満 １０～２０万円未満くらい ２０～２５万円未満くらい ２５～３０万円未満くらい

３０～３５万円未満くらい ３５～４０万円未満くらい ４０～４５万円未満くらい ４５～５０万円未満くらい

５０万円以上 無回答

③収入総額／63歳くらいのとき

1.6

2.5

6.8

11.3

11.1

14.3

13.4

17.4

7.4

10.5

36.1

13.3

9.0

12.5

5.3

7.0 9.2

8.1

1.2

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前回調査（754）

今回調査（754）

１０万円未満 １０～２０万円未満くらい ２０～２５万円未満くらい ２５～３０万円未満くらい

３０～３５万円未満くらい ３５～４０万円未満くらい ４０～４５万円未満くらい ４５～５０万円未満くらい

５０万円以上 無回答

④収入総額／67歳くらいのとき

1.5

2.8

9.3

13.3

12.5

18.4

10.2

15.3

5.2

7.2

40.3

14.5

10.2

15.3

4.8

6.2 5.6

5.2

0.9

1.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前回調査（754）

今回調査（754）

１０万円未満 １０～２０万円未満くらい ２０～２５万円未満くらい ２５～３０万円未満くらい

３０～３５万円未満くらい ３５～４０万円未満くらい ４０～４５万円未満くらい ４５～５０万円未満くらい

５０万円以上 無回答
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が上昇している中で、20 万円台前半とする人の割合が低下しているのが印象的である。

 収入をみると、63 歳くらいのときについては 30 万円台前半とする人が 17.4％ともっとも

多く、次いで 20 万円台前半が 14.3％などとなっているが、支出の場合に比べて各金額階級

へのちらばりが大きくなっている。また、67 歳くらいのときについては 20 万円台前半が

18.4％でもっとも多くなり、次いで 20 万円台後半、30 万円台前半で同じ 15.3％となってい

る。前回調査と比較すると、前回４割程度あった無回答が今回では 10％台半ばにまで大きく

減少している中で、各金額階級で割合が上昇している（図表Ⅱ―４―６）。

 この１年間においては、収入を中心に見込みを形成する人の割合が上昇したことがまずも

って大きな変化であったといえる。

  ４－１－５ 高齢期の生活設計上の不安事項

 高齢期の生活設計上不安を感じる項目をみると、自身や配偶者の健康（それぞれ 80.4％、

63.3％）、今後の生活資金（51.9％）などを挙げる人が多くなっている。前回調査と比較して

も、多少の増減を別とすれば大きな変化はみられていない（図表Ⅱ―４―７）。 

図表Ⅱ―４―７　生活設計上の不安
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61.5

54.8

32.6

37.0

45.2

4.8

12.9

21.1

0.4

4.1

80.4

63.3

51.9

31.8

38.9

43.9

4.6

12.9

23.9

0.4

4.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

ご自身の健康

配偶者の健康

今後の生活資金

老親等の介護

子どもの行く末

医療費の負担

住居の確保

仕事のこと

日常生活の過ごし方

その他

特にない

％

前回調査（754） 今回調査（754）

 

 
 ４－２ この 1 年の間で変化の大きかった項目についての若干の補足

 前節の結果を総覧すれば、この１年の間で変化の大きかった項目として公的年金の受給見

込み月額の認知度がかなり上昇した（38.9％→50.5％）ことが挙げられる。そこで、これに

関連したデータをさらにみておきたい。

 まず当該認知度の推移を確認しておこう。この設問に対して前回調査及び今回調査ともに

回答のあった人（共通回答者 522 人）の範囲の集計であるが、前回「知っている」とした人 
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図表Ⅱ－４－８　公的年金受給見込
　　　　　　　月額認知度の推移

51.7

78.9

34.7

50.0

44.4

15.6

62.5

50.0 0.0

2.8

3.8

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

前回調査計 (522)

知っている（前回）(199)

知らない（前回）(317)

無回答（前回） ( 6)

知っている（今回）(277) 知らない（今回）(232)

無回答（今回）(20)

 

の 78.9％が今回でも「知っている」としている。また、前回「知らない」とした人の 34.7％
が今回「知っている」と回答した（図表Ⅱ―４―８）。そこでこの節（４－２）において、前

回も今回も「知っている」とした人（157 人／30.1％）を「既認知者」、前回「知らない」で

今回「知っている」とした人（110 人／21.1％）を「新認知者」と分類してみることとする3。

（認識している年金月額）

 認識している公的年金受給見込み月額をみると4、回答者計でみて、前回調査から今回調査

にかけて、５～10 万円未満とする人の割合（15.5％→8.3％）がかなり低下する一方で、10
万円台前半層（15.5％→29.2％）や５万円未満層（1.3％→3.8％）の割合が上昇している。

10 万円台後半層（20.1％→21.5％）はわずかに上昇しているものの、20 万円台以上とする

層（42.7％→33.0％）の割合はかなり低下している。この傾向は、共通回答者計でみても、

既認知者でみてもほぼ同様にみられる。また、新認知者（今回のみ）についてみると、既認 

　（注）１．　「共通回答者」とは、この設問に前回調査、今回調査ともに回答した人の集計である。

　　　　２．　「（前回）」のところのデータは前回調査における受給見込額、「（今回）」は今回調査におけるそれである。

図表Ⅱ－４－９　公的年金受給見込み月額
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8.9
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15.5
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16.1

29.6

17.8

27.4

32.7

20.6

21.5

21.0

21.7

20.9

38.9

31.4

37.7

31.5

36.9

33.1

29.1

3.0

1.9

3.2

1.9

1.8

6.0

5.1

21.5

20.1

1.6

3.8

3.0

2.7

3.2

5.0

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者計（前回）(239)

回答者計（今回）(312)

共通回答者計（前回）(199)

共通回答者計（今回）(270)

既認知者（前回）(157)

既認知者（今回）(157)

新認知者（今回）(110)

５万円未満 ５～１０万円未満 １０～１５万円未満 １５～２０万円未満 ２０～３０万円未満 ３０万円以上 無回答

 
                                                
3 なお、このように年金受給額の認知がかなり進んだことの背景としては、一般的に回答者が高齢期に近づいて

きていることとともに、この間における年金をめぐるさまざまな状況が影響していると考えてよいであろう。

しかし一方、前回調査の調査対象になったことも影響している可能性は否定できない。すなわち、前回調査に

対応したこと自体が年金月額認知の必要性を認識させた面が考えられる。ここに、パネル的調査の問題点の一

つがあるといえよう。 
4 これはあくまで回答者個人の認識であり、実際に給付されることとなる額と必ずしも整合的かどうかはなんと

もいえないことに留意する必要はあるが、一方で両者にそれほどの隔たりがあると想定する理由もあまりない。 
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知者に比べ、見込み額の低い層の割合がやや高い傾向がみられる（図表Ⅱ－４－９）。

 総じていえば、この１年の間に公的年金受給見込み月額の認知度が上昇する中で、見込み

額自体はやや下方修正されたということができる5。

（公的年金受給見込み額認知と老後資金貯蓄状況）

 公的年金受給見込み月額の認知状況が変化する中で、影響を受けると考えられる項目とし

て、まず老後資金貯蓄状況がある。受給見込み額認知による区分ごとに老後資金貯蓄状況を

みると、共通回答者計でみて「既に目標達成」とする人の割合（5.9％→7.5％）はわずかな

がら上昇している一方で、老後資金の「目標をたてていない」とする割合（33.7％→38.3％）

がかなり上昇し、「達成に向け努力中」とする割合（54.2％→49.6％）が低下している。

 （受給見込み月額の）既認知者をみると、「考えたことがない」や「たてていない」とする

割合が低下し、代わって「既に目標達成」とする割合が相対的に大きく上昇し、「達成に向け

努力中」もわずかではあるが上昇している。一方、新認知者では、「考えたことがない」が低

下する中で、「既に目標達成」、「達成に向け努力中」、「目標をたてていない」のいずれの割合 

図表Ⅱ－４－10①　公的年金受給額認知と老後資金貯蓄状況
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共通回答者計（前回）(522)

共通回答者計（今回）(522)

既認知者（前回）(157)

既認知者（今回）(157)

新認知者（前回）(110)

新認知者（今回）(110)

たてており、既に目標を達成している たてており、目標の達成に向け努力している
たてていない 考えたことがない
無回答

図表Ⅱ－４－10②　公的年金受給額認知と老後資金貯蓄達成見込み
（達成に向け努力している人）
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共通回答者計（今回）(259)

既認知者（前回）(88)

既認知者（今回）(88)

新認知者（前回）(62)

新認知者（今回）(62)

十分達成できる なんとか達成できそうだ 達成はかなり困難である

とても達成できそうにない なんともいえない 無回答  

                                                
5 したがって、新認知者ばかりでなく、既認知者においても見込み額について改めての確認、修正があったと考

えられる。その結果、「そんなに貰えるわけではないのか」との印象を持った人も少なくなかったことが推測さ

れる。 
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もわずかずつ上昇している（図表Ⅱ－４－10①）。

 つぎに、「達成に向け努力中」とする人の目標達成見込みを同様にみると、既認知者、新認

知者いずれも達成見込み方向の割合が低下する一方、達成困難方向の割合が上昇している。

「十分達成」とする割合などの低下は、一面この１年の間に既に達成した人がいたことの結

果ともいえるが、総じていえば目標達成見込みがやや後退したと考えた方がよいであろう（図

表Ⅱ－４－10②）。

 

（公的年金受給見込み額認知と職業引退見込み年齢）

 公的年金受給見込み額認知による区分別に就業希望上限年齢（職業引退見込み年齢）をみ

る。前回調査において既認知者と新認知者（その時点では認知のないとした人々）とを比較

すると、例えば就業希望上限年齢を 60 歳台前半としていた人の割合が既認知者で 18.5％に

対して新認知者 13.6％であるように、既認知者の方が新認知者よりも相対的に早い職業引退

を考えていた。この１年を経て今回調査の結果をみると、既認知者では 60 歳台前半とする割

合が低下し、70 歳ないしそれ以上とする割合が上昇している。一方、新認知者では 60 歳と

する割合が大きく低下し、60 歳台前半とする割合が上昇している。新認知者では 70 歳ない

しそれ以上とする割合は、もともと相対的に高かったこともあって、変化していない（図表

Ⅱ－４－11）。
 いずれにしても、公的年金の受給見込み額の認知度の高まりは、職業引退見込み年齢をあ

る程度上昇させる結果となったといえそうである。 

図表Ⅱ－４－11　公的年金受給額認知と就業希望上限年齢
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６０歳未満 ６０歳 ６１～６４歳 ６５歳 ６６～６９歳 ７０歳 ７１歳以上 無回答

 

（公的年金受給見込み額認知と高齢期における就業の動機）

公的年金受給見込み額認知による区分別に高齢期における就業の動機をみると、収入動機

を挙げる人の割合は、既認知者では低下（76.4％→71.3％）したのに対して、新認知者では

上昇（76.4％→84.5％）している。新認知者において受給見込み額を知ったことは、収入動

機を高める影響を持った可能性が窺われる（図表Ⅱ－４－12）。
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図表Ⅱ―４―12　公的年金受給額認知と高齢期の就業動機
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（公的年金受給見込み額認知と高齢期における就業で希望する収入）

 公的年金受給見込み額認知による区分別に高齢期における就業で希望する収入をみると、

既認知者では、現在の年収の「７～８割程度」や「半分程度」、「３～４割程度」とする人の

割合が低下し、代わって「同程度」とする割合がかなり上昇している。新認知者では「同程

度」とする割合は低下しているものの、「半分程度」とする割合が低下する一方でより高い「７

～８割程度」及びより低い「３～４割程度」ともに上昇している。新認知者において特に、

現在の年収比でより高い収入を希望する層とより低い収入でよしとする層とに分かれたと考

えられる結果となっている（図表Ⅱ－４－13）。
 

図表Ⅱ－４－13　公的年金受給額認知と高齢期就業での希望収入
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現在の収入と同程度 ７～８割程度 半分程度 ３～４割程度

特に収入にはこだわらない なんともいえない 無回答  
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以上、公的年金受給見込み額の認知度にかなりの上昇がみられたことから、これに焦点を

当てていくつかの集計を行い、その結果を概観した。その結果、受給見込み額の新たな、あ

るいは再度の認識を通じて、老後資金貯蓄の見通しを総じていえば低くさせ、高齢期就業で

の希望年収水準をやや高めつつ、職業から引退しようと考える年齢を延ばす結果となったの

ではないかとの一つの仮説を提示できるといえる。
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